
１ 児童の安全確認等のための立入調査等の強化 
○ 児童相談所等の安全確認措置の義務化 
○ 解錠等を伴う立入調査を可能とする新制度の創設 
○ 立入調査を拒否した者に対する罰金額の引上げ（30万円→50万円以下） 
 

２ 保護者に対する面会・通信等の制限の強化 
○ 児童相談所長等による保護者に対する面会・通信制限の対象の拡大 
  ※ 裁判所の承認を得た上での強制的な施設入所措置以外に、一時保護及び保護者の同意による施設入所 
    の間も制限可能に 

○ 都道府県知事による保護者に対する接近禁止命令制度の創設（命令違反には罰則） 
  ※ 裁判所の承認を得て強制的な施設入所措置を行った場合で特に必要があるとき、都道府県知事は、保護 
    者に対し、児童へのつきまといや児童の居場所付近でのはいかいの禁止命令をできる制度を創設。 
 

３ 保護者に対する指導に従わない場合の措置の明確化 
 ※ 保護者が指導に従わない場合、一時保護、 施設入所措置等の措置を講ずることを明確化 
 

４ その他 
○ 国及び地方公共団体による重大な児童虐待事例の分析責務の規定 
○ 地方公共団体による子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）設置の努力義務化 
 など 

児童虐待防止法及び児童福祉法の一部改正法の概要 

○ 平成１６年改正法附則に基づき、超党派で改正案が取りまとめられ、平成１９年４月国会に提出。同年５  
 月、可決・成立（平成１９年６月公布、平成２０年４月施行）。 
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民法等の一部を改正する法律の概要 

 児童虐待の防止等を図り，児童の権利利益を擁護する観点から，親権の停止制度を新設し，法人又は複数の
未成年後見人の選任を認める等の改正を行うとともに，関連する規定について所要の整備を行う。 

親権の喪失の制度等の見直し 
 ○ ２年以内の期間に限って親権を行うことができないようにする親権の停止制度の新設 （民法） 
 ○ 親権の喪失等の家庭裁判所への請求権者の見直し （民法，児童福祉法） 
 ○ 施設長等の権限と親権との関係の明確化 （児童福祉法）  

要点 

施 行 時 期 等 

 平成２３年５月２７日  成立 
 平成２３年６月 ３日  公布（平成２３年法律第６１号） 
 平成２４年４月 １日  施行 

要旨 

未成年後見制度等の見直し 
 ○ 法人又は複数の未成年後見人の許容 （民法） 
 ○ 里親等委託中及び一時保護中の児童相談所長の親権代行について規定（児童福祉法） 

その他 
 ○ 子の監護及び教育が子の利益のためにされるべきことを明確化 （民法） 
 ○ 懲戒に関する規定の見直し （民法） 
 ○ 離婚後の子の監護に関する事項の定めとして面会交流等を明示 （民法） 
 ○ その他，所要の規定の整備 （民法，児童福祉法，家事審判法，戸籍法等）   
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児童福祉法等の一部を改正する法律の主な内容 

 

 「子どもと家族を応援する日本」重点戦略等を踏まえ、子育て支援に関する事業の制度上の位置付けの明確化、虐待
を受けた子ども等に対する家庭的環境における養護の充実、一般事業主行動計画の策定の促進など、地域や職場にお
ける次世代育成支援対策を推進するための所要の改正を行う。 

趣旨 

(1) 子育て支援事業を法律上位置付け （平成21年4月施行） 

 ○ 以下の事業について、法律上位置付けるとともに、省令で必要な基準等を設け、都道府県知事への届出・指導監督等に
かからしめることとする。 

  ① 乳児家庭全戸訪問事業（※いわゆる生後４か月までの全戸訪問事業） 
  ② 養育支援訪問事業（※いわゆる育児支援家庭訪問事業） 
  ③ 地域子育て支援拠点事業 
  ④ 一時預かり事業 
  
 ○ また、市町村は、これら①～④の事業が着実に実施されるよう必要な措置の実施に努めるものとする。 
 
  ※ 上記の改正に併せて社会福祉法を改正し、上記事業及び2(2)の小規模住居型児童養育事業について、第２種社会福祉事業とすることにより、

必要な社会福祉法の事業開始・指導監督規定や、消費税等の非課税措置の対象とする。 
 

(2) 家庭的保育事業を法律上位置付け （平成22年4月施行） 
 ○ 保育に欠ける乳幼児を、家庭的保育者（市町村長が行う研修を修了した保育士その他の省令で定める者であって、これら

の乳幼児の保育を行う者として市町村長が適当と認めるもの）の居宅等において保育する事業について、法律上位置付け
るとともに、省令で必要な基準等を設ける。 

 
 ○ 市町村の保育の実施責任に関する規定に、保育所における保育を補完するものとして家庭的保育事業を位置付ける。 
  
 ○ 市町村は、事前に都道府県知事に届け出て家庭的保育事業を行うことができるものとし、都道府県による指導監督等にか

からしめることとする。 

１ 児童福祉法の一部改正①（子育て支援事業等を法律上位置付けることによる質の確保された事業の普及促進） 

平成２０年１１月２６日成立 
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(1) 里親制度の改正 （平成21年4月施行）  
 ○ 養子縁組を前提とした里親と養育里親を区別し、養育里親の要件について一定の研修を修めることとする等里親制度を見直

す。 
  ○ 都道府県の業務として、里親に対する相談等の支援を行うことを明確化し、当該業務を一定の要件を満たすものに委託でき

ることとする。 

  
(2) 小規模住居型児童養育事業の創設 （平成21年4月施行） 

 ○ 要保護児童の委託先として、養育者の住居で要保護児童を養育する事業（ファミリーホーム）を創設し、養育者の要件等事
業に関する要件を定めるほか、都道府県の監督等必要な規定を設ける。 

 
(3) 要保護児童対策地域協議会の機能強化 （平成21年4月施行） 

 ○ 要保護児童対策地域協議会の協議対象を、養育支援が特に必要である児童やその保護者、妊婦に拡大するほか、 
  要保護児童対策調整機関に、一定の要件を満たす者を置く努力義務を課す。 
  

(4) 年長児の自立支援策の見直し （平成21年4月施行） 

 ○ 児童自立生活援助事業について、対象者の利用の申込みに応じて提供することとするとともに、義務教育終了後の児童のほ
か、20歳未満の者を支援の対象として追加する等の見直しを行う。 

  

(5) 施設内虐待の防止 （平成21年4月施行） 

 ○ 児童養護施設等における虐待を発見した者の通告義務、通告があった場合の都道府県や都道府県児童福祉審議会等が講
ずべき措置等施設内虐待の防止のための規定を設ける。 

 

(6) その他 （平成21年4月（提供体制の計画的整備は平成22年4月）施行） 

 ○ 児童相談所における保護者指導を児童家庭支援センター以外の一定の要件を満たす者にも委託できることとする。 
 ○ 児童家庭支援センターについて、児童福祉施設への附置要件の廃止等を行う。 
 ○ 都道府県における里親や児童養護施設等の提供体制の計画的な整備について、必要な措置を講じる。 
 

２ 児童福祉法の改正②（困難な状況にある子どもや家庭に対する支援の強化） 
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(1) 国による参酌標準の提示 （公布から起算して6月以内に施行） 

 ○ 国は、市町村行動計画において、保育の実施の事業、放課後児童健全育成事業等に関する事項（量）を定めるに際して参考
とすべき標準（参酌標準）を定めるものとする。 

 

(2) 地域行動計画の策定等に対する労使の参画 （公布から起算して６月以内施行） 
 ○ 市町村及び都道府県は、行動計画を策定・変更しようとするときは、住民の意見を反映させるほか、労使を参画させるよう努め

るものとする。 
 

(3) 地域行動計画の定期的な評価・見直し （平成22年4月施行） 

 ○ 市町村及び都道府県は、定期的に行動計画に基づく措置の実施状況等を評価し、計画の変更等の措置を講ずるよう努めるも
のとする。   

(1) 一般事業主行動計画の策定・届出義務の対象の拡大 （平成23年4月施行） 

 ○ 中小事業主のうち一定規模以上(100人超)の事業主について、行動計画を策定・届け出なければならないものとする。 
 

(2) 一般事業主行動計画の公表・周知 （平成21年4月施行） 

 ○ 行動計画の策定・届出義務のある事業主について、行動計画の公表及び従業員への周知を義務づけるとともに、 
  行動計画の策定・届出が努力義務の事業主についても、同様の努力義務を設ける。  
 

４ 次世代育成支援対策推進法の一部改正② （一般事業主による取組の促進） 

３ 次世代育成支援対策推進法の一部改正① （地域における取組の促進） 

 
○ 特定事業主行動計画（国、地方公共団体の長等が所属職員のために策定する次世代育成支援対策に関する計画）について、職員への周知 

 を義務付けるとともに、行動計画に基づく措置の実施状況を公表しなければならないものとする。（平成21年4月施行） 

５ 次世代育成支援対策推進法の一部改正③ （特定事業主による取組の促進） 
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児童相談所における児童虐待ケースへの対応の手順 

通告・相談 
（受付） 

○受付票の作成 

・全てのケースに
つき作成 

・ケースの住所、
状態等必要な情
報の確認 

  受 理  調 査 

○迅速な対応 

・原則４８時間以内の
安全確認の実施（子
ども本人を直接目視
により確認） 
 

○必要に応じた出頭
要求、立入調査、臨
検・捜索の実施 
 
○調査は、 

保護者・子どもとの面
接、関係者との面接、
観察、生活環境調査、
照会、委嘱などによ
る。 

 

 

  各種診断 

○ 子ども本人、虐待者、
家庭環境等を評価 

・社会診断 

・心理診断 

・医学診断 

・行動診断 

・その他の診断 

○保護者への指導 

・助言指導 

・継続指導 

・児童福祉司指導 

・児童委員指導 等 

○施設入所措置 

○里親委託 

○面会・通信の制限 

○接近禁止命令 

 

 判定・  
  援助方針 
  の決定  

○判定会議において
各種診断を基にケー
スの総合的判定 

○援助方針会議にお
いて援助方針の決定
（２８条の申請を含む） 

○援助指針の作成 

援助の実行 
（対応） 

児童の一時保護 
（必要な場面で実施） 

○受理会議の開催 

・調査及び診断の 
方針、安全確認の時
期や方法等の検討 

・所長、各部門の長、
担当者、受付相談員
等により組織的に判
断 

・ケースの緊急性の
評価 

・調査等の方針決定、
必要な指示 

○児童記録票の作成
（きょうだいの場合
個々に作成） 

 

市町村（要保護児童対策地域協議会）との連携、役割分担による対応 
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児童養護施設 
里親委託 等 

家庭裁判所 

相談・通告 

相談・通告 

通告等 

送致等 

支援等 

相談・通告 
送致等 

送致・通告等 

保育所・幼稚園 

学校・教育委員会 

申立て・送致等 
保健所 

○ 従来の児童虐待防止対策は、児童相談所のみで対応する仕組みであったが、平成１６年の児童虐待防止法等の 

 改正により、「市町村」も虐待の通告先となり、「市町村」と「児童相談所」が二層構造で対応する仕組みとなっている 

○ 市町村虐待相談対応件数   平成17年度  40,222件 → 平成22年度  67,232件 

平成２２年度の虐待相談対応件数は、東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県（仙台市を除く）の一部及び福島県を除いて集計した数値 

○ 各市町村単位で、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）の設置が進んでいる（平成２２年４ 

 月１日現在、９５．６％の市町村で設置（任意設置の虐待防止ネットワークを含むと９８．７％））。 

○ 平成２０年の児童福祉法改正法により、２１年４月より、協議会の支援対象について、これまでの要保護児童に加 

 え、乳児家庭全戸訪問事業等で把握した養育支援を必要とする児童や出産前から支援を行うことが特に必要である 

 妊婦も追加された。 

都道府県・福祉事務所 
児
童
相
談
所 市町村 

（要保護児童 
対策調整機関） 

２０６か所 
（平成２３年４ 
月１日現在） 
 

送致・支援等 

医療機関 

措置等 

報告等 

子どもを守る地域ネットワーク 
（要保護児童対策地域協議会） 

関
係
機
関 

警    察 

子ども 
・ 
家庭 
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児童虐待に関する児童相談所と市町村等との連携等について 

 
 

都道府県 

（児童福祉主管部局） 

 

 

 

 

児童相談所 

 

  

通知 ※１ 

（立入調査・一時保護の
実施について） 

報告徴収・指示 

報告 ※３ 

（立入調査・一時
保護の実施状況
について） 

子どもを守る地域ネットワーク 

（要保護児童対策地域協議会） 

 ・進行管理台帳作成 

  ・３ヶ月に１度程度チェック 
（養育支援訪問事業等の   
活用について） 

通知 ※１ 

（立入調査・一時保護の   
実施について） 

市 町 村 

通知 ※２ 

情報提供 

児
童
福
祉
審
議
会 報告 

○児童相談所と市町村等の連携の強化を図るとともに、児童虐待対応に関する都道府県児童福祉 
  主管部局の関与を強化することにより、迅速かつ確実な立入調査・一時保護の実施を確保。 
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※１ ・児童福祉法第２５条の７第１ 
           項第４号 
    ・児童虐待の防止等の関する     
           法律第８条第１項第２号 
※２ ・児童福祉法第２６条第１項 
           第７号 
※３ ・児童虐待の防止等に関する 
           法律第１３条の４ 
    ・児童虐待の防止等に関する 
           法律施行規則第７条 



乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 
【平成２２年度実施率：８９．２％】 

養育支援訪問事業 
【平成２２年度実施率：５９．５％】 

調整機関 
（養育支援訪問事業 

中核機関） 

特に 

必要な 

ケース 

ケ
ー
ス
対
応
会
議 

要保護児童対策地域協議会 

（子どもを守る地域ネットワーク） 
【平成２２年度設置率：９８．７％】 

・ 子育て支援の情報提供 
・ 母親の不安や悩みに耳 
 を傾ける 
・ 養育環境の把握 

保護者の育児、家事等
養育能力を向上させる
ための支援 

進行管理 

その他の支援 

（児童相談所による対応等） 

保健師・助産師・看護師、保育
士、愛育班員、母子保健推進
員、児童委員、子育て経験者
等について、人材発掘 ・研修を
行い、幅広く登用 

訪問内容 

保健師・助産師・看護
師・保育士等 

訪問者 

進
行
管
理 

ケ
ー
ス
対
応
会
議 

母子保健法に基づく訪問事業 

連 

携 

訪問内容 

訪問者 

発生予防と早期発見・早期対応のための連携 
※乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業は、平成２１年４月より法定化・努力義務化 
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市町村 

学校・教育委員会 

民生・児童委員 

保育所 

警 察 

医療機関 

弁護士会 

児童相談所 

・ 協議会参加者の守秘義務（児童福祉法第２５条の５） 

 

・ 支援内容を一元的に把握する機関の選定 

民間団体 

要保護児童等（要支援児童や妊婦を含む。）の早期発見や適切な保護や支援を図るためには、 
 ・ 関係機関が当該児童等に関する情報や考え方を共有し、 
 ・ 適切な連携の下で対応していくことが重要 

であり、市町村（場合によっては都道府県）が、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）
を設置し、 
① 関係機関相互の連携や役割分担の調整を行う機関を明確にするなどの責任体制を明確化すると 
  ともに、 
②   個人情報保護の要請と関係機関における情報共有の在り方を明確化することが必要 

保健機関 

子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）について 

果たすべき機能 
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子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）の運営のイメージ 

代表者会議 
  協議会の構成員の代表者による会議であり、実際の担当者で構成される実務者会議が円滑に運営されるための環境整備を目的と
して、年に１～２回程度開催される。 

   ① 要保護児童等の支援に関するシステム全体の検討 
   ② 実務者会議からの協議会の活動状況の報告と評価 

実務者会議 
  実際に活動する実務者から構成される会議であり、会議における協議事項としては例えば次のようなものが考えられる。 
   ① 定例的な情報交換や、個別ケース検討会議で課題となった点の更なる検討 
   ② 定期的に（例えば３か月に１度）、全ての虐待ケースについての状況確認、主担当機関の確認、援助方針の見直し等を実施 
   ③ 要保護児童等対策を推進するための啓発活動 
   ④ 協議会の年間活動方針の策定、代表者会議への報告 

個別ケース検討会議 
※ 個別の要保護児童等について、直接関わりを有している担当者や今後関わりを有する可能性がある関係機関等の担当者により、
当該要保護児童等に対する具体的な支援の内容等を検討するために適時開催される。 

※ 会議における協議事項としては次のようなものが考えられる。 
   ① 要保護児童等の状況の把握や問題点の確認（危険度や緊急度の判断） 
   ② 援助方針の確立と役割分担の決定及びその認識の共有 
   ③ ケースの主担当機関とキーパーソン（主たる援助者）の決定 
   ④ 実際の援助、介入方法（支援計画）の検討 

※ 各関係機関の役割分担や次回会議の日程等、個別ケース検討会議で決定した事項については、記録するとともに、その内容を関
係機関等で共有することが重要 

※ 協議会は、関係機関等に対し、資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めることができる。 

※ この協力要請は、協議会の構成員以外の関係機関等に対して行うことも可能。 

○協議事項や地域の実情に応じて会議を設定し、効果的な情報交換、意見交換を進める。 
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